







者数の約 8 ％を占めていることになる。とりわけ，44カ所は産業通商資源省（Ministry of Trade, 












1  韓国産業団地公団「全国産業団地現況統計（2017年第 3 四半期）」p.4。










（industrial location policy）の変化を経済発展段階別に分けて探ってみる。 4 大集積地はともに政
府主導で造成されたため，関連の政策取り組みから生み出された産物でもあるからだ。
Ⅰ．関連資料の概観














・ 「国家産業団地産業動向」：KICOX が管理する工業団地内の事業所 5 を対象にする調査であ
る。各工業団地の基礎データと入居企業向けの支援策を紹介する目的で，1997年12月から実
施されている。当初は全数調査方式を採用したが，2008年 1 月からはサンプル調査方式に変
更している 6 。なお，2017年 5 月からは，KICOX が管理する国家産業団地のみを調査対象に
している。
・ 「全国産業団地現況統計」：1999年 3 月から四半期毎に公表している統計である。すべての指
定産業団地，つまり国家産業団地，一般産業団地，都市先端産業団地および農工団地を網羅





5  厳密にいうと「事業所」単位の調査である。しかし，KICOX の公表資料では「企業」と「事業所」を混
用されている。本稿でも両者を厳密には区別しないことにする。
6  2005年に政府承認統計（政府の重要統計）となった（統計庁編，2016： 2 ）。
4 大集積地の比較からみたG-Valley の特徴と広域クラスター 3
附置の産業立地研究所が行っている。












































指定産業団地数（カ所） 44 641 23 468
操業中の事業所数（所） 45,890 34,308 252 6,370
雇用者数（名） 1,144,313 863,715 9,794 151,494
（注） 1 ． 韓国の行政区域で広域自治体は「市（特別市・広域市）・道」に，その下の基礎自治体は「市（特
別市と広域市以外）・郡・区」に区分される。前者が都道府県，後者が市町村に該当する。
　　  2 ． 産業立地法に基づく 4 つの類型。その他の法律による類型である外国人投資地域，自由貿易地域，




















造成されたソウル市九老地区の第 1 ・ 2 ・ 3 輸出工業団地と近隣の仁川市や京畿道の第 4 ・ 5 ・
6 輸出工業団地がそれであり，業種を見ると軽工業が大半であった。これらの工業団地の造成・
管理するとともに海外10からの企業誘致を担わせるため，1964年には（株）韓国輸出産業公団を






























10 当初は主に在日韓国人の実業家を想定した（金，2015： 4 – 5 ）。
11 国家法令情報センターホームページ（http://www.law.go.kr/main.html，2018年 2 月20日アクセス）で確
認した制定年を基準とした。



















































Ⅲ． 4 大集積地の比較と G-Valley の特徴
まず 4 大集積地の位置を確認しておこう。〈図 1 〉はソウル市とその周辺を拡大した地図であ








Namdong，Banwol および Sihwa は，既存の中小企業と新規企業に工場用地を提供する目的から
開発されたのである。企業側にとっても先に造成された韓国輸出産業工団に比べて，より安価で
用地が確保できるメリットがあった。Banwol 工業団地は1978年から1987年にかけて，Namdong
工業団地は1985年から1992年にかけて造成された。Banwol 工業団地に隣接する Sihwa 工業団地
12 1997年からのベンチャー企業育成策の一環でもあった。工業団地に新規入居する「ベンチャー企業」は
税制面で優遇されるが，「ベンチャー認証企業」のみを対象にした工業団地ではない。





4 大集積地の比較からみたG-Valley の特徴と広域クラスター 7
は，1986年から埋め立て工事が始まり，2022年まで拡張が計画されている。
〈図 1 〉首都圏 4 大集積地の立地
（注）　

















（％） （％） （％） （％） （％）
G-Valley 7,894 94.0％ 5.7％ 0.3％ 7,180 20.0％ 80.0％
Namdong 5,367 92.6％ 6.8％ 0.6％ 4,977 54.9％ 45.1％
Banwol 4,727 88.4％ 10.4％ 1.2％ 4,198 47.0％ 53.0％
Sihwa 8,005 94.6％ 5.0％ 0.4％ 7,261 53.8％ 46.2％
（注） 1 ． 2014年現在で「操業中」の事業所ベース。　 2 ．小数点第 2 位を四捨五入して計算。
　　  3 ．以下〈表 7 〉まで同じ。
（資料） 韓国産業団地公団「国家産業団地入居企業体現況調査（2015年）」の表［ 1 ］，［ 2 ］，［13］より筆者
が作成。
〈表 2 〉は入居事業所を規模別と設立形態別に分けたものである。G-Valley の場合，回答した
7,894カ所のうち，94.0％が50人未満の小企業，5.7％が50–299人の中企業で，合計すると99.7％に












を好む。G-Valley には，他の 3 つの工業団地に比べて IT 系のスタートアップ企業が多い。比較
的に高学歴の IT 創業者は，法律や税金制度について伝統的な中小企業オーナーより詳しいとい
える16。その結果，法人の割合が高くなっているのである。
16 2015年 8 月 8 日に実施したインタビューで Y 社 Jeon 社長は，“ベンチャー企業支援策の中で，とくに「税
制優遇」が最も魅力あるものだ。それを受けるため，税金制度を熟知している創業者が意外と多い。そ
して G-Valley には無料で税金アドバイスサービスを提供する KICOX もあり，税理士事務所も数多くあ
る。”」としている。
4 大集積地の比較からみたG-Valley の特徴と広域クラスター 9
〈表 3 〉操業開始年の分布
集積地 計 2002年以前 2003～2005年 2006～2010年 2011年以降 無回答
G-Valley
（カ所） 7,894 316 692 1,806 4,330 750 
（％） 100.0％ 4.0％ 8.8％ 22.9％ 54.9％ 9.5％
Namdong
（カ所） 5,367 909 385 1,050 2,627 396 
（％） 100.0％ 16.9％ 7.2％ 19.6％ 48.9％ 7.4％
Banwol
（カ所） 4,727 587 314 936 2,345 545 
（％） 100.0％ 12.4％ 6.6％ 19.8％ 49.6％ 11.5％
Sihwa
（カ所） 8,005 1,081 617 1,640 3,895 772 
（％） 100.0％ 13.5％ 7.7％ 20.5％ 48.7％ 9.6％
（資料）〈表 2 〉と同じ資料の表［ 6 ］より筆者が計算・作成。
一方，G-Valley には操業期間の短い企業が多い。根拠として〈表 3 〉を見てみよう。同表は操
業開始年別のデータを示している。G-Valley には，2006年以後から操業を始めたと回答した事業
所が全体の77.8％を占めている。とりわけ創業 3 年以下は54.9％を占めている。Namdong 工業団


















回答，計 製造業 非製造業 非製造業に占める％






G-Valley 7,894 3,549 45.0％ 4,345 55.0％ 50.5％ 2.7％ 15.9％ 30.9％
Namdong 5,367 5,275 98.3％ 92 1.7％ 0.0％ 1.1％ 35.9％ 63.0％
Banwol 4,727 4,607 97.5％ 120 2.5％ 6.7％ 0.8％ 22.5％ 70.0％
















G-Valley 1.7％ 15.1％ 5.0％ 6.9％ 0.6％ 0.4％ 16.1％ 48.0％ 1.4％ 4.8％
Namdong 1.7％ 1.1％ 4.1％ 11.0％ 1.0％ 3.8％ 50.9％ 18.1％ 5.7％ 2.8％
Banwol 1.2％ 5.8％ 4.0％ 9.0％ 0.5％ 3.5％ 35.1％ 35.2％ 4.9％ 0.8％
Sihwa 0.4％ 1.7％ 2.8％ 8.0％ 0.7％ 6.6％ 53.9％ 17.3％ 7.3％ 1.3％




とくに情報通信業のウェート（50.5％）が高い。この 2 点をまとめると，G-Valley は既存の製造
業中心の工業団地から非製造業を含む情報通信中心の工業団地，いわゆるテクノクラスターに一






子20，LG 電子，SK Hynics などの大企業だけでなく，多くのベンチャー企業や電気・電子関連の
18 2000年代に入ってから，ゴム・プラスティック製品などの石油・化学業が増えている。それに対し，Banwol
工業団地と Sihwa 工業団地では機械，電気・電子の集積度が高い（韓国産業団地公団編，2015：32；47）。
19 OECD（2017：117–118） の Figure 3.2・3.3。 同 報 告 書 は IT 関 連 業 を ICT Manufacturing，
Telecommunications，Software publishing，ICT and other information services に小分類している。
20 韓国有価証券取引市場（KOSPI 市場）で，サムスン電子の時価総額が全体の約20％を占めている（2017
年中ベース）。とりわけ同社の半導体とスマートフォン事業は韓国全体の輸出産業を主導している。
4 大集積地の比較からみたG-Valley の特徴と広域クラスター 11
中小企業が下支えになっている。新製品開発の段階から部品の発注元である大企業との共同開発
はもはや珍しくない。その例が G-valley の IT ベンチャー企業群である。業種から見た G-Valley
の変化は韓国全体の産業構造の鏡でもある。
2 ．雇用上の特色
4 つの工業団地の雇用状況を見てみよう。2014年末基準で G-Valley には152,652人，Namdong
工業団地には104,944人，Banwol 工業団地には118,445人，そして Sihwa 工業団地には143,258人が
働いている〈表 5 下段〉。 1 社当たりの平均を計算すると，G-Valley が19.4人，Namdong 工業団地
が19.6人，Banwol工業団地が25.4人，そしてSihwa工業団地が24.7人になる。G-ValleyとNamdong
工業団地に比べ，Banwol 工業団地と Sihwa 工業団地の平均は 5 人ぐらい多いことがわかる。
2010年から2014年までの雇用者数の変化を見よう。G-Valley では 4 年間で18.9％しか増えてい
ないのに対し，他の工業団地ではそれより高く増加した。Namdong 工業団地が30.1％，Banwol


























（％） （％） （％） （％）
G-Valley 128,355 0.3％ 152,652 0.4％ 18.9％ 64.8％
Namdong 80,682 6.8％ 104,944 5.6％ 30.1％ 7.6％
Banwol 96,053 6.0％ 118,445 6.8％ 23.3％ 39.4％










（人） （％） （％） （％） （％）
調査対象の
工業団地，計
1,096,513 5.5％ 57.0％ 3.6％ 33.9％
G-Valley 152,652 14.9％ 23.2％ 0.4％ 61.5％
Namdong 104,944 4.2％ 60.4％ 5.6％ 29.9％
Banwol 118,445 4.6％ 59.2％ 6.8％ 29.4％
Sihwa 143,258 3.4％ 60.4％ 6.5％ 29.8％
（資料）〈表 2 〉と同じ資料の表［23］，［38］，［41］より筆者が作成。
G-Valley の場合，雇用者数に占める外国人比率が，2014年基準で0.4％に過ぎない〈表 5 上段〉。
他の 3 つの工業団地で 5 ％を越えている点と対照的である。理由の一つとして，業種で見た通り
G-Valley では情報通信など IT 関連の非製造業が多いことをあげることができる。IT 関連産業は
技術の進化とトレンドの変化が激しいため，持続的な研究開発投資が必要となる。G-Valley の IT
関連企業は研究開発人材を多く採用している。〈表 5 〉の下段が示すように，G-Valley で雇用者の
14.9％が研究開発部門である。他の 3 つの工業団地に比べて高い。この部門のほとんどは韓国人
であることが推測できる。その結果，G-Valley の外国人比率が低くなっている。それに対し，他






















（カ所） （％） （％） （％） （％） （％）
調査対象の
工業団地，計
35,206 15.3％ 5.5％ 4.8％ 74.2％ 0.2％
G-Valley 7,180 27.5％ 8.1％ 10.6％ 53.7％ 0.0％
Namdong 4,977 11.0％ 3.7％ 3.5％ 81.7％ 0.1％
Banwol 4,198 12.5％ 4.8％ 2.6％ 79.8％ 0.4％
Sihwa 7,261 8.8％ 3.7％ 1.8％ 85.5％ 0.2％
（資料）〈表 2 〉と同じ資料の表［43］より筆者が作成。
すべての工業団地で，研究開発人材を有していないと回答した企業が74.2％を占めている。














〈表 7 〉はすべての工業団地と 4 つの工業団地における主な納品先を示している。大企業と中
小企業向けの割合を見てみよう。全体平均で「大企業」と「中小企業」に回答したのは，それぞ
れ17.6％と67.2％である。この数字を G-Valley，Namdong 工業団地，Banwol 工業団地，そして
24 伊丹（1998：10）は「集積が集積を呼ぶ」とし，集積が継続する要件として「柔軟性」を強調している。
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工業団地，Banwol 工業団地，そして Sihwa 工業団地の場合，中小企業向けの産業材を生産する
















（カ所） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）
調査対象の
工業団地，計
35,206 17.6％ 67.2％ 3.8％ 0.9％ 3.1％ 5.5％ 1.9％
G-Valley 7,180 17.1％ 49.9％ 9.4％ 1.0％ 5.3％ 12.6％ 4.6％
Namdong 4,977 9.3％ 82.6％ 2.0％ 0.4％ 2.7％ 2.7％ 0.4％
Banwol 4,198 10.0％ 84.5％ 1.4％ 0.2％ 2.3％ 1.0％ 0.5％

















































とはいえないが，韓国の主要企業のうち， 4 つの工業団地にあるのは G-Valley 内の（株）LG 電
子 R&D センターとゲーム産業で有名な（株）ネットマーブルぐらいに過ぎない。しかも，LG 電
子は他の地域への移転を計画している。
クラスターの発展要因に関しては，定性的な側面があるため，一概にいえない。ただし，本稿














始された。スタートアップ企業からすると，G-Valley よりは Pangyo のほうが立地面で魅力的で
ある。IT や BT（bio technology）などの新テクノクラスターを目指す Pangyo には，Nexon や
KAKAO などの大手 IT 系企業と研究開発センターが集積しており，中小企業の入居も増えてい
26 韓国銀行（2015）「2010年・2013年地域産業連関表の作成結果」（韓国銀行，2015年10月29日報道資料）。
27 2015年 8 月12日のインタビューで，KICOX 関係者は“G-Valley 内にある KICOX ソウル本部がパイプ役
になっている”としている。
28 クラスターライフサイクル論は経済地理学でも議論されている。分析の枠組みに関しては Menzel and 
Fornahl（2010）と Martin and Sunley（2011）などを参照されたい。
29 京畿道が用地を造成して分譲した。建物は各企業が単独またはコンソーシアム形式で建設した。2012年
4 月にはグローバル R&D センターが，2015年12月にはスタートアップキャンパスが竣工した（向山，
2017：59-60）。一方で，向山（2017：60）は企業歴10年以上の企業が多いことから，スタートアップ企業
の受け皿になるには限界があるとしている。





今後の G-Valley の量的成長は難しいことをすでに述べた。ここで考えられるのは，G-Valley と
Namdong 工業団地，Banwol 工業団地，Sihwa 工業団地を一つのクラスターに束ねる，いわゆる
「広域クラスター


























clCode= 1 ，2018年 1 月28日アクセス）
――――――――――［2015］「国家産業団地入居企業体現況調査（2015年）」韓国産業団地公団． 
 （http://www.kicox.or.kr/user/bbs/BD_selectBbs.do?q_bbsCode=1036&q_bbscttSn=266&q_order=&q_









 （http://www.kicox.or.kr/user/bbs/BD_selectBbsList.do?q_bbsCode=1036&q_clCode= 1 ，2017年12月25
日アクセス）
――――――――――［各四半期］「全国産業団地現況統計」韓国産業団地公団． 
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